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[概 要]　 原子力平和利用とし

て,将 来のわが国のエネルギー需

給の面でも国民生活水準の向上の

面で も重大な影響をもつ,原 子力

発電の開発利用の現状と将来性に

ついて,諸 外国における動向を含

めて説明したものである.

1.　 は し が き

昨年秋6年 ぶりにジュネーブで国連主催の第3回 原子

力平和利用国際会議が開かれた.ジ ョンソン米大統領と

フルシチ ョフソ連首相は,そ れぞれ同会議にメッセージ

を送 り,申 合わせたように原子力の平和利用の恩恵がい

よいよ人類の手中におさめられようとしていることを強

調 している.今 回の会議は,原 子力平和利用の各分野の

なかで,特 に原子力発電に関連する技術に論点が集中さ

れた.

1955年 の第1回 目の会議が原子力平和利用の 夜明け

であり,英 国で開発 されたコールダー ・ホール型原子炉

の大合唱であったとすれば, 1958年 の第2回 目の会議

は,原 子力平和利用分野の拡がりの偉大 さを示すパノラ

マの場であり,ま た米ソを中心とした核融合反応装置の

デモンストレーションの場でもあった.こ れに較べ ると

今回の会議は米,英,ソ,仏,加 などの原子力先進諸国

をはじめその他の欧州各国から実用規模の原子力発電所

の運転経験が披露され,こ の実績の上に各国それぞれの

立場で今後の動力用原子炉の改良発展の方向を示したこ

.とが,焦 点の一つであったといえよう.

世界最初の原子炉が動いてから23年,原 子炉で発電

がおこなわれてから14年 になる.世 界で既に運転して

いる原子力発電所は約35,出 力合計約350万kWe,建

設 中のものは1,000万kWeを 越 えている.原 子力発電

が安 く安全にできるならば,将 来のエネルギ源の中心に

おくべ き最有力候補であることに間違いない.

わが国では,昭 和38年10月26日,出 力1万2500

 kWeの 軽水冷却型動力試験炉が 日本原子力研究所で運

転が始められ,本 年夏には16万6000 kWeの コールダ

ー ・ホール改良型原子炉が日本原子力発電(株)で 運転

が開始 される予定である.

原子力関係の研究開発は,動 力炉開発のほかRIの 利

用等この10年 間に原研を中心とする政府予算が約400

億 円,住 友,日 立,富 士古河,三 井,三 菱系のいわゆる

5グ ループを中心として原子力開発に使 った金が約2倍

と想像 され,総 計1,000億 円を大 きく越えると予想さ

れる.

また原子力発電(株)を はじめとする電力会社による

実用規模動力炉の 建設計画は 急速に具体化し,昭 和45

年度 までにさらに4基 約120万kWeの 原子力 発 電 所

が,各 所で建設 される見込みである.

このように原子力開発とくに動力炉の開発は総合エネ

ルギ政策の上からも,産 業,工 業政策の上か らも新しい

局面に入った ものと考えられる.原 子力委員会で も,動

力炉開発懇談会を昨年秋か ら開催 し,わ が国の動力炉開

発についての基本政策について新たな検討を行なってい

る.

2.　 エ ネルギ と しでの原等力

(1)　 エネルギと原子力発電

エネルギ問題の将来としてのバ トナムの論文は広 く紹

介 されている通 りであるが, 1951年 か ら2050年 までの

100年 闇に原子力以外の摂取可能な世界全体のエネルギ

は32.2～37.2 Qと 予想 されるのに対 し,こ の間におけ

るエネルギ消費量は少な くとも72 Q (7000kcal/kcg石 炭

換算2.6兆t,増 加率3%)と な り,この需用と供給の

ギャップ35～40 Qを 埋 めるものとしては原子力以外に

はないと予想されている.こ のため2050年 における原

子力の全エネルギに占める割合は実に50～60%に も達

しようとしている.

原子力の解放は この意味で歴史的なできごとであり,

各国とも原子力の開発には戦後早 くか ら積極的な意欲を

もや したわけである.ま た,現 在みられ る石油資源の自

由化とその消費の急激な増加が促進 されてきたうらには

原子力のもっ巨大なエネルギの テンシャルが重要な役

割を果たして きたとも判断 される.

経済の成長,人 口の巨大化および国民経済の構造変化

によって生ずる20世 紀後半のエネルギ総需要はおおよ

そ200億t/年(7000kcal石 炭換算)も しくはそれ以上と

予想 される.ま た地下燃料資源をもたない諸国では時代

の経過とともに莫大なエネルギ需要の増加とエネルギ輸

入依存度の増大について報告している.わ が国の将来の

エネルギ需要は国民所得倍増計画によると昭和45年 で科学技術庁原子力局
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約3億t/年,昭 和55年 には約5億t/年 に達する見込

みであり,輸 入 エネルギ依存度は昭和34年34%,昭

和45年59%,昭 和55年73%に も達するとみ こまれ

ている.こ れらの値は昭和38年12月 に報告された通

商産業省の総合エネルギ部会部告では約3年 短縮され,

需要見通 しを 昭和55年 まで延長すると7.4億t/年 に

達する.現 在の経済成長率を やや低下(倍 増期間15～

20年)さ せて, 20世 紀 の末の 見込みを行なえば11～

20億t/年 が考えられるにいたってお り,輸 入依存度は

80～90%に 達す るものと思われる.

エネルギ部会では,原 子力発電の意義をエネルギ政策

の基調として低廉,安 定化をはかる意味か らもこれを強

調 している.わ が国における原子力発電の利点をエネル

ギ政策上か ら見ると次 ぎの通 りである.

(ⅰ)　 外貨の節減　 昭和47年 度にはわが国一次エ

ネルギ供給量の69.3%に も達すると見込まれ,こ の輸

入に要する外貨は約27億 ドルと試算されている.す な

わち2.5%濃 縮 ウラン(≒20万$/t)を0.900減 損 ウ

ラン(≒4万$/t)ま で燃焼 させ20,000MWD/tの 熱を

抽出 したとすれば9≒16万$/tで あ るか ら石 炭 を ≒

2.5$/tで 購入するのと同等の計算になる.濃 縮ウラン

の輸入は化石燃料の輸入に比較 して数分の一の輸入 コス

トですむ.

(ⅱ)　 備 蓄 対 策　 昭和37年 度下期における1カ

月分の原油処理量370万klを 貯油するための貯油設備

は356億 円 の多額を要するとされている. 100万kWe

の発電所で重油火力の場合原油157万klの 備蓄が必要

であるのに対し,天 然ウランにして360ト ン程度です

む.施 設費,備 蓄燃料費,お よび年間経常費は,重 油火

力に比し0.6%, 40%お よび10%と いずれ も低廉で

ある.

(ⅲ)　 輸 送 手 段　 重油火力の一部に変って原子力

で行なった場合,昭 和55年 の重油節約量は1,000万kl

以上 となり,そ れに要する船腹量は5万t級 タンカーで

約30航 海になる。しか も核燃料の輸入は割安である。

(ⅳ)　 エネルギ供給先の分散,供 給源の多様化

(ⅴ)　 エネルギ資源の枯渇化の援軍　 在来資源の枯

渇化については先に述べた通 りであるが,現 在の消費率

で化石燃料を消費してい くと,化 学工業は,そ の最 も重

要な原料を確保できな くなる.

(2)　 ウラン資源

第1回 ジュネーブ会 議 で は,世 界で100～200万t

(U3O8)と 評価 されていた ウラン埋蔵量(10$/U308以

下 のもの)は その後の採掘などのための減少 とともに,

さ らに近年数力国の主要 ウラン生産国が,そ の埋蔵量の

修正を行なっている.そ の鉱量は 表4の 通 りである.

世界におけるウランの生 産 は,1959年 の4.3万t

U3O8を ピークとし, 1962年 には3.3万tと 減少を続

けている.こ の傾向は今

後 も続 き1970年 までに

1.4万tに 減少するが,

 1970年 以降は原子力発

電の需要増加により急激

に上昇するものと予想さ

れている.こ のため米国

では1970年 頃 までは8

$/lbU308を 保つと予想

しているが,自 由市場で

は1970年 までは5～7$/lbU308,そ れ以降は上昇する

であろうと予想している.世 界の1980年 までの需要量

を総計29～41万tと 推定すると, 1975年 までの 供給

に困難はないが, 1975年 以降の 急激に増大する需要の

テンポに対 し,採 鉱によってこれをカバーする考えであ

る. 1980～2000年 におけるウランの 総需要量は150～

200万tと アメ リカAECは 推定しているが,現 在把握

されている鉱量は1980年 頃にはほとんど枯渇に近づ く

ので,各 国と も10$/lb以 下 の低廉な鉱石の探鉱により

100万t程 度の鉱量増加と,そ れ以上の 価格の探鉱,処

理技術の開発が必要であるとしている.

表一1　 世界におけ るウラン

埋蔵量

(註)　 (1)8$11bU308以 下 の ものでか

つ新 鉱床の発見を見込んではい

ない.

(2)　Faulknerウ ラ ン鉱業の見通

し, 1964年9月16日 米国鉱業

会でAEC原 材料部長の発表

石油および石炭に関し,そ の埋蔵量の減少ないしコス

トの上昇については過去において議論が行なわれてきた

が,し か し実際にはコス トは何十年 もの間大 きな変化を

していない.し たがってウランが実際必要になった時に

ははるかにこれ らの量を上まわって自由に世界において

得 られようという見方 もないわけではない.

さらには, 1980年 以 降には後述する高速中性子増殖

炉の出現により,核 分裂性物質の自給体制の確立も予想

されよう.

(3)　 各国における原子力発電計画

わが国における原子力発電計画は昭和36年2月 原子

力委員会の制定 した 「原子力開発利用長期計画」におい

て,わ が国経済の成長に伴なう将来のエネルギ需要の増

加に対処すべき電力需給の一環としての原子力発電長期

計画が策定された.そ の策定に当たっては海外の情報を

種々分析 した結果, 45年 前後に原子力発電が 重油専焼

火力に対 し経済的に十分匹敵 しうる技術開発が得 られる

とい う見通しか ら,原 子力発電開発の目標は46年 度か

ら55年 度の10年 間(後 期)に850～600万kWeを

開発することとしている.こ の目標達成のための準備開

発をするとい う意味で36年 度 か ら45年 度までの10

年間(前 期)に まず100万kWeの 原子力発電を開発す

ることを計画している.

この原子力発電長期計画を推進するにあたって,電 力

事業者が相協調して前期100万kWeを 積極的に開発す

ることとし,必 要な助成措置として,

(1)　 政府は可能なかぎりの助成措置を行な うこと.



表一2　昭和39年 度電力長期計画における原子力発電開発計画

(ⅱ)　 原子炉施設等の適正な国産化体制の整備をはか

ること.

(ⅲ)　 長期的燃料サイクルの確立,核 燃料の確保等の

燃料対策の確立をはかること.

(ⅳ)　 安全技術の確立をはかること.

図一1　原子力開発利用長期計画と昭和39年 度

電力会社長期計画との比較 図一2　電源設備拡充趨勢図(電 気事業用)
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註1.　 負荷率80%

2.　 ×印　電力会社試算例(減 債基金償却)

○印　原子力産業部会資料(定 額償却 ・初年度コスト)

図一3　 原子力発電 コス トの試算例

(ⅴ)　 災害補償制度の確立をはかること

が強調 されている.

アメリカでは13基 の動力炉が運転されてお り,そ の

設備容量は約100万kWeに 達 している. 1968年 末 に

は約450万kWe, 1980年 には6,000～9,000万kWe

の設備容量になると予想され,総 設備容量に対 し原子力

発電容量は約10%を 占めるものと予想 している.

イギリスでは現在設備容量125万kWeで,こ れを5

つ の発電所, 14基 の動力炉で運転 されている.これは総

設備容量に対 し5%に 相当する.第 一次原子力発電計

画が達成 される1969年 までに515万kWe,第 二次原

子力発電計画が 達成 される1975年 までには1,000万

kWe以 上になる計画である.

ソ連の設備容量は間 もな く全出力運転に入るノボボロ

ネジエ原子力発電所の1号 炉(21万kWe)を 含 めると

90万kWeを 超 える. 1970年 までには総設備容量は數

百万kWeに な り, 1980年 には1,000万kWeの オー

ダになるものと予定 されている.

フランスは,現 在炭酸ガス冷却型のG-2, G-3お よ

びEDF-1で 合計15万kWeの 電力を発生 している.

 1968年 には 総設備容量で165万kWeに な るものと

考えられてお り,現在検討中の第五次開発計画では1966

～1970年 の5年 間に250～400万kWeの 原子力発電所

の建設が考慮 されている.こ の中には1966年 に運転が

予定 されている重水減速炭酸ガス冷却炉の原型炉からの

発電 も含まれる.

カナダでは,自 国で開発した 重 水 減 速冷却型NPD

 (1.93kWe) 1基 が 運 転 中であり,そ の技術を生か し

て,ダ クラスポィントにCANDU原 子力発電所(20.3

kWe)を 現在建設中である.こ れにひきつづいて2基 で

100万kWeの 原子力発電所の建設,計 画 も具体化 しよ

うとしている. 1971年 には70～120万kWe, 1981年

には500～700万kWeの 総設備容量に 達するものと推

定 されている.

表一3　各国の原子力発電設備容量の推移(MWe)

1964ジ ュネーブ会議における各 国提出資料に よる.

3.　 動 力炉開発のパター ン

(1)　 動力炉開発のコースと背景

動力炉の主要な型式を燃料,減 速材,冷 却材別に分類

すると主要な型式は次ぎの通 りである.

これ らの型式の うちで天然ウラン黒鉛減速炭酸ガス冷

却型(コ ールダー ・ホール型あるいはマグノックス型)

および濃縮 ウラン軽水減速冷却型(軽 水炉)は,型 式と

して運転の実績をもちほぼ技術的に実用の域に達 した も

のとみられ,こ れについで天然ウラン重水減速重水冷却

型 も同様の域に達した ものとみ られてお り既成型と呼ば

れる.ま た核燃料の燃焼により生成されたプル トニウム

が燃焼したウランより増加する(転 換比1以 上)も のを
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(ⅱ)　 いわゆる既成炉の改良発展と平行 し,転 換比が

高 く,か つ経済性が得 られることが期待 される新

しい炉型(高 級転換炉)の 開発利用をへて高速増

殖炉に引継 ぐ.

(ⅲ)　 当分は(20年 程度)は 天然ウランの高燃焼度

が期待される既成炉の改良発展にのみ期待する.

アメリカとソ連を除く各国は初期の頃には濃縮ウラン

製造設備を持たず,ま たイギ リスでは濃縮ウラン製造設

備をもっぱ ら軍事用の需要に充当した.こ のためイギリ

スとフランスでは,天 然ウランによって可能な動力炉の

開発に力を注ぎ, Pu生 産炉としても比較的有効なガス

炉が開発され,軍 事用のPuの 生産を合せ行な うことが

考えられた.イ ギリスのコールダー ・ホール原子力発電

所はこのような目的で実用規模動力炉として世界に先が

けて実用運転に成功 した ものである.

アメリカとソ連では,原 子力平和利用用に関する政府

の強力な推進策により,す でに原子力潜水艦な ど舶用動

力炉等を基本モデルに濃縮ウランを もちいた陸上動力炉

の開発が進められた.初 期の間はさらに優れた原子力発

電方式に関する技術的可能性と安全性を示す基礎的な科

学的工学的データを得ることで,プ ル トニウム生産炉,

舶用動力炉,試 験研究用原子炉などか ら得 られた知識の

吸収にあった.

アメリカでは優れた原子力発電方式の実際的 もしくは

経済的可能性を実証することにも力が注がれまた政府と

産業界が共にこの目的のために連続進展をはかる政策が

とられてきた.電 力会社は自社の原子炉の計画,建 設の

ための研究,開 発の助成,核 燃料貸借料の免除等の強力

な助成策によりこれを推進してきた.動 力炉の型式 も軽

水減速冷却型以外多 くの型式についてその開発費の助成

が行なわれたが,軽 水減速冷却型については技術的な信

頼性と経済性の面で大きな位置をしめるにいたった.

アメリカにおける軽水減速冷却型の建設費と発電原価

の低下は,各 国における動力炉開発利用政策に大きな影

響を及ぼした.イ ギリスでは,中 央電力庁(CEGB)総

裁 ヒントンは,CEGBと しては 安い電力を 需要者に供

給する責任を有するから,世 界的規模で自由に選択し,

もし経済的により有利な発電炉があれば外国で開発され

た炉型でも導入すべきであること示唆 した .イ ギリスの

第一次原子力発電計画にもとつ く500万kWeの 建設は

Wylfa原 子 力発電所で終わ り, 1964年3月 に発表され

たが,第 二次原子力発電計画 によれば, 1970～1975年

の間に建設する500万kWeに ついては高温ガス冷却型

(AGR)な い し軽水冷却型(SGHWR)の2つ が候補で

あるとみられるが,近 くCEGBが これ らについて入札

を求め,そ の上で決定することになっている.た だし 軽

水冷却型の応札社もイギ リスの企業であることを前提と

し,マ グノックス被覆炭酸ガス冷却型が時代遅れになっ

たというわけではなく,あ る条件ではまだ最適の動力炉

であるとしている.い ずれにして も次期計画の炉型につ

いては経済性の重視によりいまだ決定をみていない.イ

ギリス以外フランス,カ ナダでも安い原子炉の魅力に対

し無視 し得ない経済性の配慮がみられる.

各 国がそれぞれ動力炉の開発利用のコースを定めてい

る要因は,エ ネルギ政策における核燃料政策および技術

政策ないしは工業政策,そ れ らを包含する産業政策にそ

れぞれの立場があるか らとみられる.

アメリカは新 しい産業技術と技術界の リーダーシップ

をとるための貢献者としての役割を民間産業界と政府と

の協調により,そ の実を着実に達成 してきているが,フ

ランスやカナダでもそれぞれ動力炉の設計から建設まで

の動力炉開発を新 しい工業基盤の確立の面から強力な国

民的背景をもってとりくんでいる.し かしながらイギ リ

スにおける第二次原子力発電計画における炉型選定にか

らむ前記諸問題は,世 界の自由市場における炉型の経済

性の究明において,使 用者である電力事業者の立場と開

発主体者である製造者との相反を無視することはできな

いことを示 している.イ ギ リス原子力公社(AEA)が 開発

した炉型にもとづ きCEGBが 発注し,産 業界がAEA

との ライセンスコントラクトによって開発 した技術によ

って これを建設するという一見理想的な開発体制は円滑

に動かないようにもみえる.

フランスで もイギリスとほぼ同様に開発を推 進 す る

CEAが あ り,電 気事業者としてEDFが あ り,イ ギ リ

スとの体制的な類似点は少なくないが,設 計方法や開発

手順は異なっているといえよう.製 造技術の育成に関し

少数精鋭主義によるいわゆるチャンピオン方式などは特

徴のあるものといえよう.

西 ドイツとイタリーでは先進諸国で開発 された炉型の

建設を通じて工業基盤の育成にその主力が求められてい

るが,西 ドイツはこれ らの技術の導入を通 じて将来の原

子力工業を独自の技術確立,さ らには輸出産業にまでレ

ベルアップを目指 しており,そ の積極的な意欲は遅れて

出発 した諸国に対 し参考になるであろう.こ のように工

業政策は諸外国において も形式的な面か らきめ細かな質

的な面において今後着実な進展が期待 される.

これ ら諸国間では,重 水冷却型に関するカナダか らの

イギリス,ア メリカへの技術連繋,高 速増殖炉に関する
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アメリカと ドイツとの共同研究,さ らには欧州における

ユーラトムを中だちとする研究の分担等に国際協力の場

で Oglee and takeの 形で 技術交流が行なわれ,動 力炉

の開発が進められていることに注目しなけれ ば な らな

い.こ れは国際分業化と技術,人 材の積極的な交流を意

味 しよう.

(2)　 動 力炉の発展の方向

原子力の解放という新 しい芽は,転 換炉や増殖炉にお

ける基本要素の組合せのさまざまな種類を作 りあげた.

現在 これらの組合せの主要な ものは先に示したとお りで

ある.こ れ ら組合せの うちどの型がその時代の主流とな

り得るか.こ れはいつに動力炉を必要とする社会的要請

と動力炉を利用する人々の要請によって決せ られるもの

と考えられ る.長 期的な視野における社会的要請はエネ

ルギ対策と原子力工業基盤の確立がその主要な ものとな

るであろう.動 力炉利用者か らの要請は広い意味での経

済性すなわち安いこと,信 頼できるもの,効 用の大 きい

ものとい うことができよう.こ れを動力炉を生み出す側

から眺めるならば,エ ネルギ対策としては広義の単位ユ

ニットの増大を示す方向であろう.利 用者の要請にこた

えて建設費,発 電コス トの安い もの,信 頼性,安 全性の

ある機器であること,運 転が しやすいもの,熱 効率の高

い もの,燃 料が燃焼度の高い ものあるいは転換比が高い

ものなどの組合せ,最 適化が最善のものでなくてはなら

ない.単 位ユニットの増大は大容量化と同時に出力密度

または比出力の向上とに結びつ くであろう.建 設費,発

電コストの低下は大容量化,さ らには設計の単純化,機

器の標準化,量 産化によりなされるであろう.す でに建

設計画中の原子力発電所には100万kWeの ユニット容

量が考えられている.ま た海水の脱塩と発電の多目的動

力炉は250万kWeが 考えられている.

動力炉の改良発展はまた技術の連続 した流れにおいて

のみ生みだされる.こ の意味ではその国の もつ科学技術

の潜在的な力と同時に開発に向けられる有機的な体制と

努力とが必要である.

発電 コス トは国情によってまた炉型によって異なって

いる.し かし既成炉では原子炉材料,燃 料および設計な

どの技術の進歩,大 容量化な らびに産業界の自由競争に

より建設費は着実 に低下してきたし,今 後も設計の単純

化,機 器の標準化,量 産化な どによって低下して行 くで

あろう.建 設費は140～280$/kWで 最初にで きたもの

の約半分にまでなってきている.ま た運転費は1.3～2.8

ミル/kWhの 範 囲 に

あ る.

表一4　各国における原子力

発電所のコスト

技術的には,運 転

経験により多くの炉

で初期設計出力 レベ

ル以上に向上 させる

ことができた(ア メリカのヤンキー原子力発 電 所 で は

11万kWeの 設 計に対 し, 18.5万kWeの 出力を記録

している).

発電コ トスのうち,そ の運転費の主要な部分である燃

料費は燃料加工技術の改良,製 造規模の増大,燃 焼度の

上昇により低下 している.イ ギ リスの黒鉛減速炭酸ガス

炉では平均燃焼度は3,000MWD/tか ら4,00GMWD/t

以上 と反応度限界まで使用できる見通しがバークレーの

照射後試験でえられた.

表一5　各国で開発されている高級転換炉

アメリカにおける軽水冷却型の核燃料に使 用 され る

UO2は,現 在実用化の域に達 しているといえよう.しか

しながら核燃料 としてのUO2の 最大欠点は熱伝導度が

低 く,ま た核分裂可能なウランの密度の低いことが欠点

である.こ れは高出力密度,高 温,高 燃料度を目指す発

展の方向に制限を もたらさざるをえない.照 射特性がよ

くてかつ熱伝導度と融点との 積 の 大 きな ものへと要求



(ⅰ)　 ガス冷却型　 イギリスの板状燃料とフランス

の環状燃料,こ れに濃 縮 ウラン・ クラスター燃 料 体

(AGR)さ らにアメリカのHTGRの 燃料体がこの型の

燃料の先端である.燃 料あたりの電 気 出 力を高めるに

は,燃 料比出力の増大,ガ ス出口温度と熱効率の上昇,

ボンプ動力の減少の3つ が考えられるが,ガ ス温度の上

昇は,マ グノックス被覆材を使用する限り余 り進歩が期

待できない.ポ ンプ動力の減少にも限度があるので,結

局ガス冷却炉の将来性は比出力増大の見通しにかかって

いる.こ れにはまずガス圧力の増大が影響する.ガ ス圧

力147psiの ブラッドウエ歩発電所の0.63MWe/tか

ら圧力284psiの ダ ンジネス発電所の0.9MWe/tま で

に約45%増 加 したが,こ の うち比熱出力の増大が25

%,熱 効率の増大が16%で あ った.フ ランスのEDF-5

ではプレス トレス・コンクリー ト容器の使用によって圧

力は40kg/cm2に 比電気出力は1.65MWe/tに な ると

予想される.

比出力の上昇にはガス圧力だけでな く燃料体の構造 が

大きく関係する.イ ギ リスでは中実燃料,中 空燃料,内 外

両面からの冷却環状燃料,ウ ランを板にしてフィン付被

覆で包んだ板状燃料の4種 について性能試験を行なって

いる.核 熱設計の立場か ら比較すると中実では6～7MW

e/t,中 空では8MWe/t,板 状 では12MWe/t,さ らに環

状ならば14MWe/t以 上のとき炉心容積が最小になる.

しかし環状燃料は内部冷却にまだ未解決の困難な問題が

多いので経済的には板状燃料が有利であるとしている.

フランスはEDF-1以 来中空燃料を使用 しているが,こ

の経験があるため将来は環状燃料が最 も有 利 だ と して

EDF-5は この型の燃料の使用が考慮 されている.

ア メ リカ で は40MWeの ピー チ ・ボ トム 発 電 所 で35

ヵ月 にわ た る燃 料 の イ ンパ ィ ル照 射 が行 な われ 燃 焼 率 は

37,500MWD/t,最 高70 ,000MWD/tに 達 した.設 計

燃焼 率 は 平 均60,000MWD/t,燃 料 表 面 温 度 は1100℃,

 24kg/cm2の ヘ リウ ム 冷 却 で 出 口 温度 は750℃ 蒸 気 温

度 は100kg/cm2538℃ で あ る.大 型 化 の方 向 に つ い て

は500MWeま で は鉄 製 球 形 容 器 , 1,000MWe台 は 内

径17mの コ ンク リー ト容 器 が 考 え られ てい る .こ の と

きの熱 効 率 は46%と され て い る.将 来Th-233Uサ イ

クルを採用 して, BeOを マ トリックス材としてもちいれ

ば転換比は0.97に 達するものとされている.こ の計画

は実験BeO炉(EBOR)で 行なわれBeO-UO2-ThO2

混合環状燃料体と黒鉛スリーブか らなる円筒燃料体を開

発中である.こ れは高温ガス冷却炉(HTGCR)に むす

びつ くものである.こ の炉は黒鉛中にUC2-ThC2を 分

散 させた燃料を用いることになっている.そ の他 ドイツ

の球状燃料体 を もちいるPebbly Bed型 炉 も同様黒鉛

中にUC2を 分散 させた燃料 となっている.

その他 超高温炉実験炉(UHTREX)は1965年 に臨

界の予定であるが,こ れは3MW黒 鉛減速He冷 却 型

でのUC2燃 料 の可能性の調査を主眼とするもので,冷

却ガスは今 までの ものより高温(2,4000F),高 汚染 レベ

ルでの運転が予定 されている.最 初の炉心にはパイロカ

ーボ ン被覆の微粒UC 2を 含む押 し出し黒鉛チューブを

使用するが,こ れは漸次,被 覆なしのUO2ま たはUC2

粒を含む黒鉛円筒で置きかえることになっている.

その他耐火性金属炉(Refract0ry Metal React0r)で

W一一UO2サ ーメット燃料を用いる予定で, 1966年 中 に

原子炉実験をはじめる予定となっている.こ の場合の温

度 は3,000～4,000°Fの 温度で運転されることになって

お り, MHD発 電 につながる ものとしても興味のある

ものである.

このように,黒 鉛-UC2, ThC2系(黒 鉛一UC, ThC系

は核分裂ガスの保持能力が小さい)が 有望で1600℃ ま

での照射下で良好な核分裂ガスの保持能力を示すといわ

れている. BeO-UO2系 は コス トの高いこと,毒 性のあ

ることのため前者に一歩をゆずったかたちであるが,発

展の可能性 もある.

(ⅱ)　 軽水冷却型　 UO2燃 料 体の 燃焼度は初期の

頃は8,000～9,000MWD/tで あ ったが20,000～30,000

MWD/tが 実証 されつつあり,さ らに今後燃焼度の向上

が期待できる.こ れには燃料体の設計製造上の改良のほ

か冷却材にボロンを熔解して粗調整を行 うケ ミカル ミム

コントロール,炉 内に毒物を一時的に挿入するボロンカ

ーテン,さ らに炉心領域ごとに分割装荷など出力分布の

平坦化によりこの改良がおこなわれた.

出力の増大 も急速で,現 在計画中の ものは平均約50

万kWe,最 大100万kWeで1974年 までに計 画が進

められるものについては平均約80万kWe最 大180万

kWeに なるものと考えられている.

アメ リカ大西洋岸ジャー ジー ・セントラル電力会社が

計画中のオイスターフルーク原子力発電所は51万kWe

で見積 りを行なっているが, 62万kWeま で出せること

などがあ り,建 設費,発 電原価の低下は著 しいものがあ

る.

燃焼度の向上のために燃料にボロン等の毒物を分散軽さ

せるいわゆるBumable poisonに つ いては急速に実用
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化するように考えられる.

表一6　 Oyster Creekの 発電原価比較

基 本 的 前 提:政 府の助成金な し,金 利は投資額には4,25%資 本金

に対 しては10%の 利益を見込む.

原子力燃料費: U3086$/lb分 離費2a5$/kg, Pu1970年 まで10$/9,

 Lei後8$/9再 処理1974年 まで23,500$/t以 後: 21, 150

$9再 処理準備費7,833$+7,050$/t

転換比の向上をはかるため, ThO2を 炉周に配置する

シー ド・アンド・ブランケット方式と重水を混合するこ

とによりその中性子エネルギのスペク トルを変化させる

スペク トラルシプ ト方式についての開発が進められると

ともに蒸気条件の改善のための核過熱炉の開発 も進めら

れている.こ の核過熱炉はソ連の開発が もっとも進んで

お り(黒 鉛減速炉圧力環型),ベ ロヤルスク原子力発電

所で 運転に成功している.こ の発電所は10万kreで

蒸気条件 は90kg/cm2, 535℃ である.燃 料体は金属ウ

ラングラプァイ ト管でマルチチャンネルU字 形,被 覆を

完全にしていない.将 来はOneaThroughと し直接 ター

ビンを駆動することが考えられてお り,超 臨界の蒸気条

件 も考えられている.

アメリカで も核過熱の研究が進められ,蒸 気発生部と

過熱部が同一原子炉容器内 に配 置 されるインテグラル

型,こ れが別々の原子炉の分離型について開発が進めら

れている.過 熱部領域内の出力密度を余 り高 くあげられ

ないこと,過 熱部燃料製造費が非常に高価につ くためこ

の技術経済上の開発が大きな鍵となっている.技 術上の

問題点としては,水 の浸入によって急激な反応度変化の

惧れがあること,蒸 気供給喪失時,過 熱部の燃料体が焼

損すること,燃 料体表面のコロージョン,エ ロージョン

の進行およびスケール付着防止のための水分の分離,高

温下における燃料被覆材の耐コロージロ特性などが間題

である.ま た転換比 も向上 され重水減速型とほぼみあう

ものになるものと予想される.

これ ら水冷却型の燃料の使用限界の向上として,ガ ス

冷却型と同様UC, UNな どのセラミックの開発が進め

られている.特 にUCと 被覆材とのコンパテイビリティ

の改善のため,表 面被覆およびZrな どをのシンタなど

の表面処理により安定化する研究などが進め られ て い

る.

(ⅲ)　 ナ トリウム冷却型　 実用高速増殖炉の開発の

方向は金属ウラン合金燃料ではなくセラミック系燃料を

もちい,炉 心は大型炉心の方向で開発が進め られ て い

る.これは経済化の要請か らであり,高 燃焼度(100,000

MWD/t),大 容量化(100万kWe)が 必要と され て い

る.現 在は燃料としてUO2-PuO2系 が 有力視されてい

るが, UC-PuC系 の熱特性が 良好なことか らコンパテ

ィビリティの改善のため研究が進められている.ま た熱

特性からはサーメット系が 考えられアメリカのEnrico

m Fermi炉 の二 次 装荷燃料はUO2サ ーメットが考えら

れている.

アメ リカでは1985年 以 降 は単位容量100～150万

kWeの プルスケールの高速炉が 多數商業用として使用

されるであろうとの 見通 しで, 1970年 代 の初期に原型

炉(20～30万kWe), 1980年 代 の初期に40～80万kWe

のデモンス トレーション炉を建設す る予定である.イ ギ

リスは ドンレイの高速増殖炉を有力な武器として開発を

進めており,原 型炉は1970年 を過 ぎて間 もなく稼動し

1970年 後半に実用化を目指 し開発を進めている.ソ 連

でも同様な計画がある.

高速炉としてはその他ガス冷却,蒸 気冷却などの可能

性についてイタリア,ド イツ,ス イスなどで考えられて

いる.

(ⅳ)　 そ の 他　 高級転換炉 としては経済性の重

視か ら有機材冷却型が考えられているが,そ の他は重水

減速で冷却材を水,蒸 気,ガ ス,有 機材 との組合せが考

えられている.燃 料体については形状以外特に新 しい材

料を使用 していない.カ ナダにおける圧力導管式重水炉

は容量の増大に対 し製造設備の限界がない点が今後の大

容量化の傾向に対 して注目される.

4.　 核 燃料 サイクル

(1)　 核燃料サイクルと動力炉の型式

原子力発電を長期的なエネルギ源のにない手 としてみ

た時に,現 在開発 されている転換炉による発電方式は極

めて短期的なものであり,こ の方式のみでは急速なウラ

ン資源の枯渇が予想 される.そ のため,高 速増殖炉など

で238Uを 燃焼 させることによ りほとんど無じん蔵にエネ

ルギ源を確保する方式につながった核燃料資源の使い方

が問題となってくる.こ のような核燃料サイクルについ

ての考え方については,ア メリカの核燃料サイクルに対

する考え方として, 1962年AECが 作成 した 「大統領

への報告」に示 されている.す なわち核分裂性分質を増

殖する高速増殖炉の実用化はかなり遠い将来のことであ

り,し か も実用化 されたとしてもその初期の高速増殖炉

は,プ ル トニウムの増殖比が小 さく電力需要の増加量の

かなりの部分を高速増殖炉にするに必要なプル トニウム

を生産するほどにはならないであろう0し たがって高速
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増殖炉を新らたに建設するに必要なプル トニウムは現在

開発されている転換炉よりも転換比のより大 きな高級転

換炉によって補給 され ることが望 まれている.こ のプル

トニウム燃料の授受を媒介とした高級転換炉 と高速増殖

炉の組合せの必要な共存期間は数十年間にわたるとみら

れ,こ の種の高級転換炉の開発に対 し,民 間企業が熱意

をもつことをAECは 期待 している.高 級転換炉とし

て,現 在のところ将来性の見込みの高いものとして高温

ガス冷却炉,軽 水冷却型のシー ド・ブランケット型,ス

ペクトラルシフ ト型,お よび重水減速型の4種 類が列挙

されている.

これに対 しカナダは化石燃料およびウラン資源が豊富

であり原子力開発を平和利用に限定 している.そ のため

カナダは一貫 して重水減速型のみに努力を集 中 して い

る.す なわち天然ウラン燃料を使用 し,こ れをで きるだ

け燃焼させてしまい(い わゆるOne Through方 式),

将来世界的にみてウラン供給量 に不足をきたして使用済

燃料中のプル トニウムを再処理し,プ ル トニウムの利用

が経済性をもちうる時期が到来するまでは再処理を実施

しない方針である.も ちろん高速増殖炉が燃料サイクル

を確立するための理想的な炉型であるが,技 術的複雑性

と困難性に照 らしてその実用化はかなり先のことであ り

他方濃縮ウラン燃料の炉型は濃縮ウランが経済性に見合

った価格で生産される見込みがあればともかく,現 状の

ままで大幅に濃縮ウラン燃料に依存することは濃縮 ウラ

ン供給上若干の危惧の念を伴なうとしている.も し使用

済燃料の再処理が経済性を もつような時期が到 来 す れ

ば,再 処理によって生み出されるプル トニウムによりウ

ラン資源の利 用度 をさらに一層向上させることがで き

る.ま た トリウム資源の中性子経済の優れた重水減速型

では,炉 心構造などそれほど大幅の変更を伴な うことな

しに利用できる可能性が強いことから,エ ネルギ資源の

うえからも重水減速型が有望であるとしている.こ のよ

うな観点からカナダでは重水減速型で有機材,軽 水など

の使用についての改良発展を意図している.

イギ リス,プ ランスなどで天然ウラン黒鉛減速炭酸ガ

ス冷却型の開発は,天 然ウランの利用の確認という方向

で進められたもので,そ の供給源が多いこと,燃 料サイ

クルに関連 した投資が比較的少ないことによっている.

また この炉型か ら生産されるPuは 軍事利用の需用ば

かりでなく,高 速増殖炉の燃料への利用が考えられてい

るからである.イ ギ リスがこれら黒鉛減速炭酸ガス型の

高温化と重水減速軽水冷却型の開発に進んだの も天然ウ

ランの使用に大 きな ポイントをおいたにほかならない .

しかし,天 然ウラン利用に関する最大限の努力は中性子

吸収断面積の小 さいBe被 覆材の開発を断念 したため天

然ウラン利用から低濃縮ウランの利用へと燃料政策上か

らは大きな転換が行なわれている .こ れはアメリカの核

燃料に関する対外政策による濃縮ウランの供給安定化の

見通 しにまつところが大 きい.プ ランスでは天然ウラン

利用の政策が継続されてお り,天 然ウラン黒鉛減速炭酸

ガス冷却型に プレス トレス コンクリー ト製圧力容器,

 Be被 覆材の使用,燃 料体の形状改良等により高温高圧

化,比 出力の増大など改良発展 に力を注 ぐとともに,炭

酸ガス冷却の技術をいかして重水減速炭酸ガス冷却型の

開発と高速増殖炉の開発が併行 して行なわれている.

このように転換比の大 きい高級転換炉は現在実用化さ

れている炉の発電 コストをさらに引き下げ,燃 料の有効

利用度を高め,さ らに増殖炉のためのプル トニウム燃料

をより高い率で生ずることになろう.し かし転換炉に使

用 されるウラン資源は50～100万t(U308の 価 格10$

/lb)で あ り,こ れは世界の 総エネルギ需用に対 し年間

1～2%の 寄与にしかならない.これ らの値は,転 換炉に

おける燃焼度の向上,生 産されたプル トニウムの再循環

使用をみこんで も総エネルギ需用に対 しての絶対的解決

にはならない.高 速増殖炉では,転 換炉で使った需用以

上のウラン需要を新たに起す ことはなく,発 電を行な う

ことが出来,た とえば1億kWの 高速増殖炉の建設に

必要なウランはブランケッ ト・インベ ントリに約3,000

t,補 給 に必要なウランは(238U)と して年間約70t程

度 である.イ ンベン トリは1980～2000年 間 に調達する

ものとすれば年間約150tで あ る.こ れらはそれまでに

運転 されている転換炉の劣化ウランをこれにあてうる.

転換比の高い高級転換炉の果たす役割は,世 界における

エネルギ総需要の絶対的な要請にこたえるものではなく

ウラン需給の アンバランス(不 足),す なわち高速増殖

炉の開発 テンポに対 し全体に対 し0.7%し か ないウラ

ンー235の 量 とエネルギ需要との収支において,ウ ランー

235の 食 い繋 ぎの意味で重要視されている.

図一4　 燃 料 サ イ ク ル



C90　 窯 協　73 [3-1] 1965 44

以上の理由により高速増殖炉の開発は各国とも長期の

目標で積極的に進められているが,化 石燃料 資 源 の有

無,熱 中性子転換炉の経済性の程度,濃 縮ウランの他国

に対する依存の可否などが高速増殖炉の開発進行の速度

に影響 している.カ ナダでは前に述べたごとく莫大な化

石燃料資源のあること,尨 大なウラン資源があることめ

ため,重 水減速型の開発によって将来数十年の需要をま

かなえるとの見通 しか ら高速増殖炉についての積極的な

計画はないが,そ の他の国では上記諸因子を考慮の上そ

の開発のテンポを定めている.

これ らの諸国は,ほ ぼ1980年 を実用化め目標にかか

げて積極的に行なわれている.

(2)　 転換炉から高速増殖炉へ

熱転換炉か ら高速増殖炉への移行については 図-1に

示す.燃 料サイクル系でエネルギ供給の安定かつ低廉化

の原則を満たしなが ら核燃料の長期にわたる円滑な供給

の確保と効率的かつ経済的な利用の要請をもとに動力炉

の開発利用を考慮 しなければならない.核 分裂系原子力

利用の最終目標としての高速増殖炉には

(ⅰ)　 ウラン濃縮プラン トにより235TTを まず濃縮 し,

これを高速炉に入れPuに 転換させつつ,新 しい

高速炉をプル トニウム燃料に移行させる.

(ⅱ)　 転換炉によりPuを 生産させ,そ のPuに よっ

て高速炉を建設 していく.

(ⅲ)　 高速炉系の増殖利得により余ったPuを 主力 と

して,新 しい高速炉のための燃料 として自己拡大

させる.

の3つ がその拡大 してゆ く方式である. (ⅰ)の方式は濃

縮プラントをもつ国では採用 され得るが,現 在転換炉が

その経済性を見通 し得,こ れ らの転換炉が多数建設され

ているため, (ⅱ)の 方式が 高速炉系の拡大に付 して 選

ばれていると考えてよい. (ⅲ)に ついては,原 子力の

開発当初の間,非 常に重要な意味を もっていた方法であ

るが,年 間消費されるPuの3～5倍 の初期装荷燃料が

必要とな り,このためには増殖比が1.2～1.35で あ るこ

と,ま たエネルギ 需要の増大をみ こすと倍増時間は10

年 よりもさらに早 くすることが要請される.し か しこの

ような設計の高速増殖炉 は設計技術の面で非常に困難が

予想されでいる.し かしなが ら転換炉によりプル トニウ

ムが得 られることにより, 21世 紀以降転換炉 によって

はウランの需要が巨大 とな り,供 給が堪えられな くなる

までは増殖比はエネルギ上決定的な重要因子としては考

慮 しな くて もよいと考えられている.

転換炉に用いる燃料の235Uの 濃度の異な りで燃料サ

イクルを眺めるならば天然ウラン型のみを利用すれば非

常 に簡単な ものである.し か し濃縮ウラン型を も含めた

利用では,燃 料サイクルの要が再処理 に集約されること

になろう.比 較的高い濃縮ウランを相当に複雑な過程を

へ,あ るいは繰返えし利用することが必要となる.

これらの過程には,

(ⅰ)　 ウランから得られるエネルギをい くらで購入す

ることになるか.

(ⅱ)　 プル トニウムはどれだけできるか.

(ⅲ)　 必要な核燃料の需給関係が うまくい くか.

(ⅳ)　 全体の転換炉系の運営が経済的に行なわれるか

の諸問題が うまれる.

比較的濃縮度の高い燃料を使った動力炉か ら出た使用

済燃料には濃縮度のやや低下 した濃縮ウラン(減 損ウラ

ン)が ある.こ れを次位の動力炉初期装荷燃料とすると

い うようにし,天 然 ウランベースよりも低い235U濃 度

の ものにして取 り出す.こ のようなカスケー ドシステム

によりなるべ く価値の低い状態に近づけてか らこれを高

速増殖炉用に残 しておくということが考えられ,こ のよ

うにして初めにもちい られた濃縮ウランをできるだけ利

用するような転換炉型の開発利用 も考えられる.ま た使

用済燃料の減速ウランを,濃 縮度の高いウラ ンで混 合

(Blending)し て もとの炉などにもちいることも考えら

れる.カ スケー ドシステムが もし理想的に行ないうるな

らば,再 濃縮や混合 も必要がな くな り,も し濃縮ウラン

が輸入である場合には外貨の有効な使い方となる.


